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1. はじめに 

 従来の地盤の安定解析では，実地盤から採取した

試料で単純化した力学試験を行い，その結果を利用

することが多い．しかし，構造物を施工した後の地

盤内では，地点によって異なる方向から応力が作用

しており，既往の力学試験，例えば三軸圧縮試験の

みでは正確な強度を推定することができない．

Bjerrum（ベーラム）1)らは，それぞれの地点の応力

状態に対応するせん断試験を行うべきであると指摘

し，各試験の結果から実地盤における土の強度異方

性を確認している．  
そこで，樺澤 2)らは中空ねじりせん断試験装置を

用いて，飽和粘性土の非排水強度に異方性が存在す

ることを示した．しかし，長期安定性を議論すると

きには，排水強度を求める必要がある．特に過圧密

粘土では，非排水強度は排水強度より大きくなる傾

向があるため，危険側である排水強度を把握してお

くことは重要である．そのため，本研究では飽和粘

性土に対して排水せん断試験を行い，排水強度を求

めることとした． 
 
2. 試験概要 

本研究では，内圧，外圧，鉛直軸力，ねじり力を

載荷することにより，σz，σzθ，σr，σθと四つの応力

を制御することができる，中空ねじりせん断試験装

置を用いて実験を行った．この試験では，最大主応

力方向αと中間主応力係数 b を任意に設定すること

ができるため，土の強度異方性を求める試験として

最適である． 
(1)最大主応力方向α について 

中空ねじりせん断試験装置の鉛直方向と最大主応

力とのなす角を，最大主応力方向αと呼ぶ．αは K 一

定圧密過程とせん断過程において設定可能であり，

圧密時の最大主応力方向をαc，せん断時の最大主応

力方向をαsと定義する．αcとαsの差を最大主応力方

向差α’とし，これを変化させることで実地盤の異方

性を再現することができる． 
(2)中間主応力係数 b について 
 中間主応力係数 b とは，最大主応力σ1，最小主応

力σ3 に対する中間主応力σ2 の大きさを示す係数で，

Eq.(1)で定義される． 
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 これを変化させることで様々な三次元応力状態を

再現することができる． 
 
3. 試験および試験ケース 

 本研究では，飽和粘性土について排水せん断試験

を行った．以下に試験の概要と試験ケースを示す． 
 本研究で使用した試料は，新潟県柏崎市米山付近

より採取した米山粘性土である．米山粘性土の物性

値を Table.1 に示す．乾燥した試料に蒸留水を加え

スラリー状にしたものを脱気し，圧密容器内で一次

元圧密をしてできた土塊を外径 80mm，内径 50mm，

高さ 160mm の中空円筒形供試体に作製した． 
 

Table.1 米山粘性土の物性値 
土粒子の密度 ρs (g/cm3) 2.746 
液 性 限 界 wL (%) 46.2 
塑 性 限 界 wP (%) 31.0 
塑 性 指 数 IP (%) 15.2 
粘 土 分  (%) 23.6 
シ ル ト 分  (%) 57.0 
砂 分  (%) 19.4 

 
 試験は，供試体を装置に設置後飽和させ，p’=50kPa
で圧密を行い，K 値が 0.43 になるまで排水せん断の

制御でqを載荷した．その後p’=300kPaまたは600kPa
まで K 一定圧密を行い，この際に最大主応力方向 αc

を変化させることで様々な方向性を再現することと

する．この後，p’=600kPa まで K 圧を行ったケース

では OCR を 1，2，6 と変化させる．また，今後は

p’=300kPa まで K 圧を行った試験を CASE.1，
p’=600kPa まで K 圧を行った試験のうち OCR1 のケ

ースを CASE.2，OCR2 のケースを CASE.3，OCR6
のケースを CASE.4 と呼ぶこととする．CASE.1 およ

び CASE.2 では K 一定圧密後すぐに非排水除荷を，

CASE.3およびCASE.4では過圧密状態を再現するた

めに，過圧密比 2（OCR2）で p’=300kPa，過圧密比

6（OCR6）で p’=100kPa まで K0除荷を行った後に非

排水除荷を行い，同様に等方状態から排水せん断を



行った．  
ここで K 値とは，水平方向と鉛直方向の圧密応力

比で，特に K0値とは水平方向にひずみが生じないと

きの K 値で，実地盤に近い状態を表す．米山粘性土

の正規圧密状態の K0値は 0.43 である． 
 本研究の試験ケースを Table.2 および Table.3 に示

す．  
 
Table.2 試験条件（p’=300kPa まで K 圧のケース） 

せん断載荷過程
K 一定圧密 

排水せん断試験OCR 
除荷後 
p’(kPa) 

αc (deg) bc αs (deg) bs 
45 

22.5 
0 

-22.5 
1 300 

-45 

0 45 0.5 

 

 

Table.3 試験条件（p’=600kPa まで K 圧のケース） 

せん断載荷過程
K 一定圧密 

排水せん断試験OCR 
除荷後 

p’ 
(kPa) αc (deg) bc αs (deg) bs 

45 
0 1 600 

-45 
0 45 0 

45 
0 2 300 

-45 
0 45 0 

45 
0 6 100 

-45 
0 45 0 

 

4. 試験結果 

 CASE.1 の排水せん断過程の偏差応力 q‐せん断

ひずみεs関係を Fig.1 に示す．また，CASE.2 の排水

せん断過程の偏差応力 q‐せん断ひずみεs関係をFig. 
2 に，CASE.3 の偏差応力 q‐せん断ひずみεs関係を

Fig.3 に，CASE.4 の偏差応力 q‐せん断ひずみεs 関

係を Fig.4 に示す．今後，K 一定圧密過程の平均有

効主応力を p’c，K0 除荷終了後の平均有効主応力を

p’u，せん断載荷過程の平均有効主応力を p’sと呼ぶ． 

 

Fig.1 偏差応力 q‐せん断ひずみεs関係（CASE.1） 

 

Fig.2 偏差応力 q‐せん断ひずみεs関係（CASE.2） 

 
Fig.3 偏差応力 q‐せん断ひずみεs関係（CASE.3） 

 
Fig.4 偏差応力 q‐せん断ひずみεs関係（CASE.4） 
 



5. せん断弾性係数の異方性 

(1) せん断弾性係数の算出 
 せん断弾性係数の算出には，正八面体せん断剛性

の式 Eq.(2)を用いる． 
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 本研究ではせん断ひずみεs=0.0%とεs=0.1%の時の

偏差応力 q0，q0.1を用いて割線せん断弾性係数 G を

算出する． 
(2) せん断弾性係数の異方性 
 Table.4 に全ケースにおけるせん断弾性係数 G を

示す．また，CASE.1 のせん断弾性係数 G‐主応力方

向差α' 関係を Fig.5 に，CASE.2～CASE.4 のせん断

弾性係数 G‐主応力方向差α' 関係を Fig.6 に示す． 
Fig.5 および Fig.6 を見ると，主応力方向差α’の増加

に伴ってせん断弾性係数Gが減少する傾向にあるこ

とがわかる． 
 Fig.5 より，減少の割合は主応力方向差α’が 0 から

22.5（deg）と 67.5 から 90（deg）の範囲では小さく，

22.5 から 67.5（deg）の範囲では大きくなっているこ

とから，緩やかな S 字を描く曲線関係になっている．

CASE.2～CASE.3（Fig.6）では，22.5 および 67.5（deg）
のケースを行っていないため直線関係に見えるが，

こちらも S 字を描く曲線関係になると思われる．ま

た，CASE.4 においては，α’によらずほぼ一定の値と

なっている． 
 

Tabel.4 せん断弾性係数 G （MPa） 
最大主応力方向差α'（deg）

 
0 22.5 45 67.5 90

CASE.1 36.5 35.2 25.2 14.8 13.4
CASE.2 60.3 － 46.9 － 27.1
CASE.3 48.2 － 36.1 － 24.0
CASE.4 25.1 － 27.7 － 24.4

 
 (3) せん断弾性係数の正規化 
 Table.4 に示したせん断弾性係数を基に，CASE.2，
CASE.3，CASE.4 について，以下の Eq.(3)を用いて

正規化する．この正規化したせん断弾性係数を Gα'nor

と呼ぶこととする． 
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ここで，Gα'：任意のα'でのせん断弾性係数（MPa），
Gα'=0：α'=0（deg）の時のせん断弾性係数（MPa）で

ある． 
 この Gα'norを求めた結果を Fig.7 に示す．Fig.7 を見

ると，CASE.4 では Gα'norがα'によらずほぼ一定とな

っているのに対し，CASE.2 および CASE.3 ではα'
が大きくなるほど Gα'nor が小さくなっていることが

わかる． 
 

 

Fig.5 せん断弾性係数G‐主応力方向差α' 関係（CASE.1） 

 

Fig.6 せん断弾性係数G‐主応力方向差α' 関係（CASE.2～4） 

 
Fig.7 正規化したせん断弾性係数 Gα'nor 

 



6. 排水強度の異方性 

(1) 排水強度の決定 
 一般的に，中空ねじりせん断試験をはじめとする

せん断試験による強度は，偏差応力 q の最大値をと

る．しかし，飽和試験の偏差応力はせん断ひずみの

増加に伴って漸増するため，最大値を定めることが

難しい．本研究ではせん断ひずみの試験限界を考慮

して，せん断ひずみが 5%までの範囲での最大値を

排水強度と定める事とする．Table.5 に全ケースにお

けるせん断強度を示す．また，CASE.1 の排水強度 q
‐主応力方向差α' 関係を Fig.8 に，CASE.2 の排水

強度 q‐主応力方向差α' 関係を Fig.9 に，CASE.3 の

排水強度 q‐主応力方向差α' 関係を Fig.10，CASE.4
の排水強度 q‐主応力方向差α' 関係を Fig.11 に示す． 

Table.5 排水強度（kPa） 
最大主応力方向差α'（deg） 

 
0 22.5 45 67.5 90 

CASE.1 232.7 234.1 229.1 228.8 233.7
CASE.2 569.2 － 556.9 － 570.4
CASE.3 422.4 － 416.7 － 409.6
CASE.4 215.8 － 201.6 － 194.8

 

 
Fig.8 排水強度 q‐主応力方向差α' 関係（CASE.1） 

 
Fig.9 排水強度 q‐主応力方向差α' 関係（CASE.2） 

 
Fig.10 排水強度 q‐主応力方向差α' 関係

（CASE.3） 

 

Fig.11 排水強度 q‐主応力方向差α' 関係

（CASE.4） 
 
(2) 排水強度の正規化 
 Table.5 に示した排水強度を基に，CASE.2，CASE.3，
CASE.4 について，以下の Eq.(4)を用いて正規化する．

この正規化したせん断強度を qα'nor と呼ぶこととす

る． 
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ここで，qα'：任意のα'での排水強度（kPa），qα'=0：

α'=0（deg）の時の排水強度（kPa）である． 
 この qα'norを求めた結果を Fig.12 に示す．Fig.12 を

見ると， CASE.2 および CASE.3 では qα'norがα'によ

らずほぼ一定となっているのに対し，CASE.4 では

α'が大きくなるほど qα'norが小さくなっていることが

わかる． 



 

Fig.12 正規化した排水強度 qα'nor 

 

7. 試験結果の考察および利用 

 (1) せん断弾性係数異方性 
 せん断弾性係数 G は，過圧密比 OCR が小さいと

き（OCR1，OCR2）は主応力方向差α’が大きくなる

につれ G は小さくなる傾向にある．これは，圧密と

せん断の方向の差が大きいことで，せん断時に土粒

子が大きく動き，同じ偏差応力でもひずみが大きく

なることが原因だと考えられる．Fig.13 を用いて説

明すると，まず，最初はバラバラの方向を向いてい

た扁平な土粒子が，K 一定圧密過程において，圧密

応力の載荷によって Fig.13(a)のように向きを変える．

その後のせん断載荷過程において，Fig.13(b)のよう

にせん断応力の方向が圧密応力の方向と同じ（α’=0
（deg））場合は，土粒子は向きを変えないため，ひ

ずみは小さくなり，結果，せん断弾性係数 G は大き

くなる．それに対し，Fig.13(c)のようにせん断応力

の方向が圧密応力の方向と異なる（α’≠0（deg））場

合は，土粒子はせん断応力の方向に合わせて向きを

変えようとするため，土粒子が動くことによってひ

ずみは大きくなり，結果，せん断弾性係数 G は小さ

くなる．α’が大きいほど，土粒子が動こうとする角

度（距離）が大きくなるため，ひずみは大きくなり，

せん断弾性係数 G はより小さくなる． 
 また，OCR が大きくなる（OCR6）と，G は主応

力方向差α’によらず一定となる傾向にある．これは，

OCR が大きいほど，圧密応力に対しせん断応力が小

さくなるため，Fig.13(d)のように小さなせん断応力

では土粒子が動きにくく，ひずみが小さくなり，α’
によらずせん断弾性係数Gはほぼ一定の値になるの

だと考えられる．ただし，この場合もせん断応力が

大きくなるにつれ，土粒子が動きだし，α’が大きい

ほどひずみは大きくなってゆく．  
(2) 排水強度の異方性 
 排水強度 q は，過圧密比 OCR が小さい（OCR1，

OCR2）ときは，主応力方向差α’によらずほぼ同じ値

となるが，OCR が大きい（OCR6）ときは，α’が大

きくなるにつれ排水強度 q は小さくなる．ここでは，

排水強度の発現とその異方性について考察を行う． 
 Fig.4 に示した CASE.4 の偏差応力 q‐せん断ひず

みεs 関係を見ると，α’が小さいケースほど，明確な

ピーク強度の発現があり，その後残留強度に至って

いる．これは，過圧密によって粘性土が密になり，

弾性域が大きくなった（Fig.10(a)）ことで，せん断

初期に急激に偏差応力 q が上がり，その後，ダイレ

イタンシーで供試体が膨張して弾性域が小さくなり

ながら，破壊に至ったと考えられる．このとき，α’
が小さいと，土粒子はせん断による膨張のみの影響 

     
(a) K 一定圧密状態における土粒子の状態 

   
(b) K 一定圧密方向とせん断方向が同じ場合 

 
(c)  K 一定圧密方向とせん断方向が違う場合(OCR

小) 

 
(d)  K 一定圧密方向とせん断方向が違う場合(OCR

大) 
Fig.13 主応力方向差α’の違いによる土粒子の動き 



を受けるが，α’が大きくなると，Fig.10(b)～Fig.10(c)
のように土粒子はせん断方向に合わせて向きを変え

ようとするため，α’=0（deg）のケースに比べると，

早い段階で変形が発生しやすくなり（弾性域も小さ

くなり），ピーク強度も小さくなってしまうのだと考

えられる．α’=90（deg）においては，ピーク強度と

残留強度がほぼ一致してしまっているが，これは，

粒子が動きやすい配向性をしているため，もともと

弾性域は小さく，ピーク強度を示す前に，塑性変形

が卓越するため，強度が残留強度とほぼ一致してし

まったのだと思われる． 
 (3) 排水強度とせん断弾性係数の傾向 
 Fig.11 に排水強度 q－平均有効主応力 p’関係およ

び破壊線を示す．このとき用いた p’はせん断時の平

均有効主応力 p’sである．この破壊線を描くために，

せん断時の中間主応力係数 bs=0（deg）の場合の排

水せん断試験（CASE.2～CASE.4）と，非排水せん

断試験（OCR1，p’c=300kPa まで K 一定圧密，α’=0，
22.5，45，67.5，90（deg））の結果を用いた． 
 
 

  
(a) 圧密時の土粒子の状態 

   
(b) せん断時の土粒子の状態 

   
(c) さらにせん断が進んだ時の土粒子の状態 

Fig.10 過圧密粘性土の圧密～せん断時の土粒子の動き 

黒色の点線は OCR1 における破壊線であり，これは

K 一定圧密時の p’ c およびα’に依存しない．すなわ

ち，正規圧密粘性土であれば，破壊はこの線上とな

る．また，赤色の点線は p’ c=600kPa まで K 一定圧密

した過圧密粘性土の破壊線である．こちらはわずか

ではあるが，α’が大きくなるにつれ，破壊線の傾き

が小さくなると思われる．この破壊線を用いること

で，p’ c=600kPa まで K 一定圧密した供試体の異なる

過圧密比 OCR の試験についても排水強度の推測が

可能である．  
 また，Fig.12 に，せん断剛性係数 G－平均有効主

応力 p’関係を示す．Fig.11 と同様に，せん断時の中

間主応力係数 bs=0（deg）の場合の排水せん断試験

と，非排水せん断試験の結果を用いて整理を行った．

OCR1 におけるせん断剛性係数 G の傾向を実線で表

したが，これは直線関係となり，α’が大きくなるに

つれ，傾きは小さくなる．また，過圧密粘性土の傾

向を点線で表した．OCR6 のせん断弾性係数 G はα’
によらず一定と考えて点線を描いた結果，点線はα’
が大きくなるにつれ，傾きは緩やかになり，α’=90
（deg）では一定の G を取る平行線となる． 
 さらに，正規圧密粘性土における排水強度 q およ

びせん断弾性係数Gとα’との関係が直線関係となっ

たため， q および G に対し，Eq.(5)，Eq.(6)を用い

てせん断時の平均有効主応力 p’s との比をとった後

に，Eq.(7)，Eq.(8)を用いて OCR1，α’=0 を基準とし

て正規化を行った．この正規化した排 水強度比を

Rqnor，せん断弾性係数比を RGnor と呼ぶこととする． 
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ここで，q：任意のα'，OCR での排水強度（kPa），G：

任意のα'，OCR でのせん断剛性係数（kPa），p’s：せ

ん断時の平均有効主応力（kPa），Rq：任意のα'，OCR
での Rq ，Rq0：α'=0（deg），OCR1 の時の Rq，RG：

任意のα'，OCR での RG，RG0：α'=0（deg），OCR1
の時の RGである． Fig.13 にせん断強度比 Rqnor－過

圧密比 OCR 関係を，Fig.14 にせん断剛性係数比 RGnor



－過圧密比 OCR 関係を示す． 
 Fig.13 において，OCR1 のケース（CASE.2）にお

ける排水強度 q をほぼ一定と見なすと，各α’におけ

る排水強度比はOCR1でRqnor=1を通る比例関係にな

ると考えられる（実際は OCR2 における q もほぼ一

定だったため，正確には直線関係ではないが，実用

的には直線近似が可能である）．α’が大きくなるにつ

れ，傾きは緩やかになり，OCR6 においてはα’=0
（deg）で Rqnor=1.38，α’=45（deg）で Rqnor =1.29，α’=90
（deg）でRqnor =1.24となる．Fig.14においては，OCR6
のケース（CASE.4）におけるせん断弾性係数 G をほ

ぼ一定と見なすと，各α’におけるせん断弾性係数比

はα’が大きくなるにつれ，傾きは急になる．Fiq.13
および Fig.14 を用いると，任意の過圧密比 OCR お

よび最大主応力方向差α'における排水強度，せん断

弾性係数の推定が可能である． 
 

 
Fig.11 排水強度 q－平均有効主応力 p’関係 

 

 

Fig.12 せん断弾性係数G－せん断時の平均有効主応力p’関係 

 

Fig.13 排水強度比 Rqnor－過圧密比 OCR 関係 
 

 

Fig.14 せん断剛性係数比RGnor－過圧密比OCR関係 
 

(4) 排水強度とせん断弾性係数の定式化 
 排水強度とせん断弾性係数について，Fig.13，
Fig.14 で直線関係を得られたので，これを利用して，

過圧密比 OCR および最大主応力方向差α’の２つを

変数とする排水強度比 Rqnorとせん断剛性係数比

RGnorの定式化を行う． 
 Fig.13 の３本の直線は，aq，bqを定数として，Eq.(9)
で表すことができる． 

( )OCRbaR qqqnor ⋅+=       (9) 

この aq，bq を求める．３本の直線は OCR=1 で bq は
Rqnor=1 を通るため， 

qq ab −=1          (10) 

となる．Eq.(9)に Eq.(10)，OCR=6，Rqnor＝Rqnor（OCR=6）：

OCR=1 のときの Rqnorを代入し，aqについての式に

変形すると以下のようになる． 

6
6 )6( =−

= OCRqnor
q

R
a       (11) 

Eq.(11)を用いて，各α’における aqを求めると，Fig.15



のようになり，α’と aqの関係式は Eq.(12)になる． 

93.0100.3 4 +′×= − αqa      (12) 

Eq.(9)，Eq.(10)，Eq.(12)を用いて変形すると，排水

強度比 Rqnorの式は Eq.(13)となる． 

( ) 93.0074.01100.3 4

0

+⋅+−⋅′×== − OCROCR
R
R

R
q

q
qnor α  

 (13) 
 
 同様に，せん断剛性係数比 RGnorに対しても式の整

理を行うと，各α’における aGを求めると，Fig.16 の

ようになり，せん断剛性係数比 RGnorの式は Eq.(14)
となる． 

( ) 91.014.0117.0103.7 3

0

++−′×== − OCROCR
R
R

R
G

G
Gnor α

 
(14) 

 
 Eq.(13)および Eq.(14)を用いることで，最大主応力

方向差α'が 0（deg），OCR1 の時の Rq0や RG0を実験

により求めれば，各α'，OCR における Rqや RGの推

定が可能となる． 
 

 
Fig.15 最大主応力方向差α’－aq関係 

 

 
Fig.16 最大主応力方向差α’－aG関係 

8. 結論 

 本研究より得られた，K 一定圧密過程・せん断載

荷過程における飽和粘性土の排水せん断試験結果よ

り，以下の結論に達した． 
1. 正規圧密粘性土および過圧密比OCRの小さい過

圧密粘性土においては，せん断弾性係数の異方

性が確認できた．最大主応力方向差α'が大きく

なるにつれ，せん断弾性係数は減少する．減少

の割合は主応力方向差α’が 0 から 22.5（deg）と

67.5 から 90（deg）の範囲では小さく，22.5 から

67.5（deg）の範囲では大きくなるという，緩や

かな S 字を描く曲線関係になる． 
2. 過圧密比OCRの大きい過圧密粘性土においては，

最大主応力方向差α'の変化に関わらず，せん断

弾性係数の差異は確認できなかった． 
3. 正規圧密粘性土および過圧密比OCRの小さい過

圧密粘性土においては，最大主応力方向差α'の
変化に関わらず，排水強度の差異は確認できな

かった．つまり，これらの試料において，異方

圧密による強度異方性は発現しない． 
4. 過圧密比OCRの大きい過圧密粘性土においては，

排水強度の異方性の発現が確認できた．最大主

応力方向差α'が大きくなるにつれ，排水強度は

減少する． 
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